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以上の風力発電所を環境アセスメント法の対象とする

意向だ。

制度面 …………………………………………
　制度面での課題として、発電設備費用に係る補助金

制度や融資制度面の強化が必要だ。平成22年度から、

今般成立した再生可能エネルギー特措法による再生可

能エネルギー全量買い取り制度を見越して発電所建設

費の３分の１を補助する国の制度が廃止された。廃止

後は、発電所建設設備の新規投資は止まっている状態

である。このことを考えると補助制度を継続していれ

ばと多少疑問が残る。

　そして、制度面での最大の課題はなんといっても、

再生可能エネルギー特措法における今後の運用面だ。

同法は再生可能エネルギーを推進するための「固定価

格買い取り制度」を日本に初めて導入するものである。

同制度の今後最大の焦点は買い取り価格や買い取り期

間である。また、「電気の円滑な供給の確保に支障が

生ずる恐れがあるとき」は電力会社の判断で買い取り

を拒否できることとなっており、再生可能エネルギー

発電事業者から不安視する声もある。

　今後、同制度が再生可能エネルギー発電業者によっ

て効果的に活用できるよう、また風力発電産業普及へ

の後押しとなるよう、これからの決定事項に期待した

いところである。

　最後に秋田県での風力発電産業普及に向けた大規模

なプロジェクトを紹介したい。それは、「NPO法人環

境あきた県民フォーラム」が「風の王国プロジェクト」

と題し、秋田県内の海岸線などに約5,000億円を投資し

て合計1,000基の国産大型風車の建設を計画している

ものである。風力発電は風車の翼や発電装置の大量生

産によって発電コストの低下につながる。このプロ

ジェクトは発電コストの低下はもとより、風力発電産

業の誘致と産業創出の面でも効果的であり、今後クリ

アすべき課題はあると思うが、ぜひとも地域総動員で

円滑に計画が進むことを期待したい。

　（フィデア総合研究所・高橋富偉）

図表３　風力発電普及の阻害要因（ボトルネック）

内　　　　　　　　　　　容区　　分

・風速5.5m／s未満、標高1,000m以上、最大傾斜角20度以上の場所には建てられない（自然環境の制約）

・自然公園法、森林法、農地法、都市計画法等により、建設地が限られる（法規制）

・建築基準法により、超高層ビルと同様の厳しい耐震基準が義務づけられる（建築規制）

・景観や自然環境保護、地域住民の暮らしへの配慮が必要（環境アセスメント対策）

・漁業権、航路、自衛隊訓練海域との調整が必要

立地・開発に

関するもの

・出力が安定しない（設備利用率が低い）

・出力安定化に欠かせない大容量蓄電技術は研究開発段階

・エネルギー賦存量が多い洋上風力は研究開発段階

・既存の電線網では、エネルギー需給の即時調整が困難

・東日本と西日本で異なる周波数を変換するための装置容量が小さい

・電力会社間の連系線の容量が小さい

発電・送電に

関するもの

・発電機の購入や電力会社の送電網への連系等に巨額の投資が必要

・電力会社の送電線を利用する料金（託送料）が高い

・火力や原子力に比べて発電単価が高く、価格競争力が低い

・再生可能エネルギーの全量買い取り制度は運用面で電力会社の意向に左右される懸念がある

・発電量の減少リスクを補償する制度や仕組みがない

販売（事業）に

関するもの
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　再生可能エネルギーが本格的に導入されるまでには
少なくとも10～20年程度かかると言われている。この
間、いわば“つなぎの電源”として注目を集めている
のが火力発電だ。火力発電は電力供給の安定性に関し
ては優れているが、温室効果ガスを大量に発生するた
め環境への負荷が高く、また、資源小国の日本にとっ
ては原材料の調達コストが高く付くことから、徐々に
削減される方向にあった。
　とはいえ、原発が再稼働できないとなれば、不足す
る電力を火力で賄うしかないのが現状だ。火力は原子
力に比べて発電単価が高いため、発電コストの上昇分
をそのまま料金へ上乗せできる現行の料金制度（総括
原価方式）のもとでは、その分電気料金が値上げされ
る可能性もある。
　電気料金の値上げは生活や企業活動に直接影響を及
ぼすため、今後の暮らしぶりや産業競争力に深刻な悪
影響を及ぼすものと懸念される。はたして、電気料金
はどの程度値上がりする可能性があるのだろうか。

■電気料金の値上げのシナリオ
　東北電力では年間207億kWh（平成22年度）の電力
量を原子力で発電している。経済産業省の資料をもと
にしてこの発電コストを推計すると、ざっと1,000億円
である。これと同量の電力を火力で賄うと想定すると、
代替発電のコストは1,309億円であり、原子力に比べて
約309億円（31%）のコスト増につながる【図表１】。
　今、この代替発電のコストがそのまま電気料金に転
嫁されるケースを、「悲観的シナリオ」と呼ぶことに
しよう。一方、企業努力により、コストの増分を半分
に抑えることができたと想定するシナリオを「楽観的
シナリオ」と呼ぼう。

　悲観的シナリオ：電気料金31％増加
　楽観的シナリオ：電気料金16％増加

■東北地域産業・家計への価格波及効果
　以上のシナリオをもとに、東北地域産業・家計へ及
ぼす影響についてシミュレーションを行った。分析に
は東北経済産業局が公表している「平成17年東北地域
産業連関表（80部門）」を利用し、電気料金値上げによ
る価格波及効果を調べるためのモデル（均衡価格モデ
ル）を作成して行った【図表２】。
　その結果、悲観的シナリオでは生産コストの平均的
な上昇率は0.67％、楽観的シナリオでも上昇率は0.35％
となった。特に、電力多消費業種（化学、鉄鋼等）へ
の影響が強く出た。また、企業物価や消費者物価への
影響を見てみると、悲観的シナリオでは、企業物価が
1.81％、消費者物価が1.03％上昇するほか、楽観的シナ
リオでも企業物価は0.94％、消費者物価は0.53％上昇す
る。いずれのシナリオでも電気料金値上げによる物価
への影響は家計よりも企業が大きくなる。

　原発に依存しない社会を構築していくためには巨額
の投資が必要だが、そのコストを一体だれが負担する
のか。株主なのか、利用者なのか、それとも納税者な
のか。十分検討することが必要だ。

（フィデア総合研究所・齋藤信也）

【調  査】電気料金値上げによる東北地域産業、家計への影響

図表１　原発停止による不足電力量を火力で

　 代替する場合のコスト（推計）

図表３　電気料金値上げによる物価への影響

消費者物価指数企業物価指数
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図表２　産業部門別生産コストの上昇率

　　　　（上位20部門）

（出典）東北電力決算資料等をもとにフィデア総合研究所作成




